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＜共生社会の実現に向けた県の取組＞

障害者差別解消と情報保障に関する条例の制定方針（案）

１ 背景

(1)障害のある人の権利を巡る情勢

障害を理由とする差別の解消 言語としての手話の認知

国 障害者基本法改正 （H23.7）

障害者差別解消法制定（H25.6）

障害者権利条約批准※1 （H26.1）

全国 障害者差別解消条例制定
（30都道府県）

・手話言語条例※2制定（26都道府県）
・全都道府県議会が法制定意見書

県内 ・障害者ﾌﾟﾗﾝ （H30-35年度）
の重点施策に位置付け
・障害福祉団体から条例制定を
求める強い要望

・宮城県議会が法制定求め意見書
・手話を広める知事の会加入
・障害福祉団体から条例制定を

求める強い要望

(2)対応

▽障害のある人の権利の尊重（差別解消や手話の公的認知を含む情報保障）
に関する条例を制定。

２ 制定プロセス

３ 枠組

心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝのまちづくり

(1)軸とする考え方

共生社会

▽障害の有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し合う
共生社会の実現に向けた「２つの柱」※に着目

・「障害の社会ﾓﾃﾞﾙ」の理解
・差別解消
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力養成と困難等共感

・物理的障壁の除去
・情報に関わる障壁の除去

(2)基本的な内容案

名称（仮称） 障害のある人もない人も共生する社会づくり条例

目的や理念等
目的，定義，理念，県の責務，市町村等との連携，
県民等の役割，財政上の措置等

差別
解消

不当な差別
の禁止

定義 規定しない※

適用 何人も禁止（法は行政と事業者（横出し））

合理的配慮
提供義務

義務者 個人対象外（法と同様）

度合い 事業者努力義務（法と同様）

相談体制 相談機関として条例で権利擁護ｾﾝﾀｰを設置

紛争調整
あっせん調整機関を設置し助言あっせん
あっせん案に従わない場合は勧告・公表

情報保障
手話を言語として認識，
情報取得・意思疎通における障壁除去，
意思疎通手段の普及，支援者の養成

差別解消法補完と手話を含む情報保障による心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰを通じ，共生社会
の実現に取り組む

※別途ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等の策定を検討

※第4次障害者基本計画・ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ2020行動計画より
※1 ひじゅん。条約に拘束されることの国の同意 ※2 差別解消の条例と一体のものを含む

だれもが住みよい福祉のまちづくり条例で
一定の措置

平 成 3 1 年 3 月
宮 城 県 障 害 福 祉 課

▽「私たちのことを，私たち抜きに決めないで（Nothing About Us Without Us）※」
の考え方を踏まえ，障害当事者を含む多様な県民意見を反映

※条約起草交渉時に世界中の障害当事者が参加したときの合言葉

障害者施策
推進協議会

関係団体
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ
（7圏域）

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ
ｺﾒﾝﾄ

意見聴取

意見聴取

H30年度

H31年度以降

最終案

二次案

一次案

骨子案

素案

意見聴取

意見聴取

施策協の流れは段階を示しており，協議回数とは
必ずしも一致しない
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２ 障害を理由とする差別の解消に関すること

障害を理由とする
差別の禁止

○県民は，障害を理由とする不当な差別的取扱いを禁止
※差別の定義は規定せず，ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等の策定を検討

合理的配慮の
提供義務

○事業者は，合理的配慮に努める

相談体制 ○県は，障害者権利擁護ｾﾝﾀｰに相談業務を委託可能
○ｾﾝﾀｰ職員等に守秘義務

助言あっせん ○県に対し助言あっせんの求めが可能
○調整委員会が助言あっせん
○委員会に説明・資料提出要求権限

勧告・公表 ○正当な理由がないあっせん案拒否や委員会の
要求拒否に勧告
○正当な理由がない勧告拒否は意見聴取等を経て公表

調整委員会 ○調整委員会（委員10人程度）設置 ○委員に守秘義務

<共生社会の実現に向けた県の取組＞

障害のある人もない人も共生する社会づくり条例（仮称）の骨子（案）

１ 目的や理念等

目的 ○障害の有無によって分け隔てられることなく，相互に
人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

定義 ○障害のある人，事業者，社会的障壁，障害の社会ﾓﾃﾞﾙ

基本理念 ○五つの理念
①個人の尊重 ②活動機会確保，
③意思疎通や情報取得手段の確保，
④性別や年齢の複合的困難に応じた適切な配慮
⑤障害の社会ﾓﾃﾞﾙの理解

県の責務 ○基本理念にのっとった施策展開

市町村等との連携 ○市町村，県民，事業者と連携

県民の役割 ○理解促進，施策協力

財政上の措置 ○財政措置の努力義務

３ 手話を言語として認識することを始めとした情報保障に関すること

手話の公的認知 ○手話を言語と認識し必要な施策を実施

情報の取得及び
意思疎通における
障壁の除去

○情報の取得及び意思疎通ができるようにするために
必要な支援を実施
○支援に当たっては障害の特性に配慮

障害のある人に配慮
した情報発信等

○障害のある人に配慮した形態，手段及び様式による
情報提供

意思疎通等の手段
の普及

○多様な情報提供方法の普及
○生活に必要な訓練の実施

意思疎通支援者の
養成等

○意思疎通支援者の養成・技術向上
○意思疎通支援者の指導者の養成
○意思疎通支援者の派遣

不当な差別的取扱い

合理的配慮の提供

障害のある人に対して，正当な理由なく，障害を理由として差別すること。

障害のある人から，社会の中にあるﾊﾞﾘｱを取り除くために何らかの対応を必要と
しているとの意思が伝えられたときに，負担が重すぎない範囲で対応すること。

手話を言語として認識

手話を言語として認識する。
手話をはじめとする手段により，情報取得や意思疎通が図られる環境を整備する。

ｷｰﾜｰﾄﾞ

行政 事業者 県民

義務 義務 規定なし→義務

■差別解消法より拡大
（障害者基本法では
「何人も」禁止）

行政 事業者 県民

義務 努力義務 規定なし

■障害のある人とない
人の相互交流を考慮
し差別解消法と同様

障害の社会ﾓﾃﾞﾙ

障害のある人が日常生活又は社会生活において受ける制限は，障害のみに起因
するものではなく，社会的障壁と相対することによって生ずるものとする考え方。

社会的障壁

障害のある人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会の
事物，制度，慣行，観念その他一切のもの。

平 成 3 1 年 3 月
宮 城 県 障害 福 祉課
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「第三期宮城県工賃向上支援計画」の概要について 

１ 計画策定の趣旨 

  障害のある人が地域で自立した生活を送るためには，それぞれの適性や能力に応じて可能な限り

就労し，活動の機会や場を持つことができるようにすることが必要です。 

一般就労が困難で福祉的就労を行う障害のある人にとって，就労継続支援事業所等での工賃水準

の向上が重要であることから，本県では，平成１９年度に「宮城県授産施設等工賃倍増５か年計画」

（対象期間：H19～H23年度），続いて，「宮城県工賃向上支援計画」（同：H24～H26年度），「第二期

宮城県工賃向上支援計画」（同：H27～H29 年度）を策定し，合同販売会等による販路拡大，事業所

職員の資質向上のための研修など様々な事業を展開してまいりました。 

今後も市町村等と連携しながら，継続的な工賃水準の引き上げに向けた取組を進めるため，新た

に改定された国の指針，さらには有識者による検討会での意見等を踏まえて，「第三期宮城県工賃

向上支援計画」（以下「本計画」という。）を策定しました。 

 

２ 計画対象期間 

  平成３０(2018)年度から２０２０年度までの３年間 

 

３ 対象事業所 

  就労継続支援Ｂ型事業所 

 

４ 宮城県が目指す平均工賃月額の基本的方針 

  宮城県では障害のある人が，地域で自立した生活を送るために，工賃とその他社会保障による収 

 入が，地域の最低生活費を上回ることが必要となります。 

  したがって，宮城県では，基本的方針として，障害基礎年金(※１)を受給する方が工賃収入を加

算することで，最低生活費(※２)と同等の収入を得ることができるような目標値を設定しています。 

 

 宮城県が目指す平均工賃月額 ：「４０，０００円」（≒最低生活費－障害基礎年金額）  

   ※１ 障害基礎年金額２級の場合： ６４，９４４円 

   ※２ 宮城県内の最低生活費  ：１０６，３２４円 

 

５ 前計画における県内就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃月額の推移 

  前計画における平均工賃月額は，基準年度である平成２６年度から２年連続で増加しましたが， 

  平成２９年度は「１７，８６２円」となり，前年度に比べ減少し，目標額を達成できませんでした。 

  一方で，全国平均額である「１５，６０３円」を２，２５９円上回りました。 

 
＜前計画(対象年度：平成２７～２９年度)における平均工賃月額推移等＞ 

基準年度 事業所数 平均工賃月額実績   

平成 26 年度 156 18,186 円   

年度 事業所数 平均工賃月額実績 全国平均額 ※前計画目標額 

平成 27 年度 167 18,643 円 15,033 円 19,500 円 

平成 28 年度 177 18,695 円 15,295 円 21,000 円 

平成 29 年度 197 17,862 円 15,603 円 23,000 円 

 

２０１９年３月２２日 
障害福祉課社会参加促進班  
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試算 結果 

＋5,138円 

６ 本計画における目標平均工賃月額の設定 

   本計画では「４ 基本的方針」の目標平均工賃月額「４０，０００円」を目指しつつ，平均工賃 

 月額が２０，０００円以下の事業所が多いという現状を踏まえ，本計画対象期間中に達成すべき目 

 標額を別に設定しています。平成２９年度の平均工賃月額により，各事業所を４つのグループに区 

 分し，次の表のとおり各事業所が計画対象期間において目指す目標上昇率又は目標額を設定の上， 

 グループごとに段階的に工賃を引き上げていく方式としています。その結果，２０２０年度におけ 

 る目標平均工賃月額は「２３，０００円」となります。 
 

＜２０２０年度までに各グループの事業所が目標とする上昇率及び目標額等＞ 
対象事業所：１９７(平成２９年度実績報告数) 

 

〇各グループの事業所数について 

 ・Ａグループは倍増 
 ・Ｄグループは半減 
 ・Ｂ，Ｃグループも一定程度ランクアップ 

本計画における宮城県の２０２０年度目標平均工賃月額：「２３，０００円」 

 

７ 主な支援策 

（1）工賃水準の上昇に向けた相談体制の整備，経営コンサルタント等の派遣【対象：Ａ・Ｂグループ】 

（2）事業所職員の意識改革やスキルアップを目的とした研修会等の開催【対象：Ｃ・Ｄグループ】 

（3）農福連携の推進【対象：農業に取り組む全事業所】 

（4）共同受注の促進と組織の支援【対象：全事業所】 

（5）行政機関等からの発注の促進【対象：全事業所】 

（6）市町村及び企業との連携等による支援【対象：全事業所】 

（7）事業所指導における助言・支援等の積極的な関与【対象：全事業所】 

（8）ＰＲ活動等の展開による支援【対象：全事業所】 

 

８ 計画の評価・検証等 

  計画対象期間中の毎年度において，工賃及び各事業の実績等について，外部の有識者による評価・

検証を行うことにより，事業効果を意識しながら計画を実行・改善していきます。 

 

※「第三期宮城県工賃向上支援計画」は，県障害福祉課ホームページに掲載しています。 

（ＵＲＬ：https://www.pref.miyagi.jp/site/syoufuku-top/koutinkozyo.html） 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 平均工賃月額分布 
目標額等 

平成２９年度 

（2017 年度） 
２０２０年度 

上昇率 目標額 事業所数 割合 事業所数 割合 

Ａ 40,000 円以上 3.0％ 
 

8 4.1% 16 8.1% 

Ｂ 25,000 円以上～40,000 円未満 
 

40,000円 25 12.7% 51 25.9% 

Ｃ 12,500 円以上～25,000 円未満 
 

25,000円 68 34.5% 82 41.6% 

Ｄ 12,500 円未満 
 

12,500円 96 48.7% 48 24.4% 

平 均 工 賃 月 額 17,862円 23,000円 

https://www.pref.miyagi.jp/site/syoufuku-top/koutinkozyo.html
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